
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人医薬品医療機器総合機構（法人番号3010005007409）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ② 令和５年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

別 添

【医薬品医療機器総合機構の事業内容と役員の報酬水準】
当機構は、医薬品や医療機器等の品質・有効性及び安全性について、治験前から承認までを

一貫した体制で指導・審査する「審査」及び市販後における安全性に関する情報の収集・分析・
提供を行う「安全対策」、並びに医薬品の副作用や生物由来製品を介した感染等による健康被
害に対し迅速な救済を図る「健康被害救済」の三業務を遂行し、国民保健の向上に貢献するこ
とを使命とする。

この中で、当法人の役員は、審査・安全対策・健康被害救済の三業務を総括する一方で、アカ
デミアや医療現場、産学界との連携を進めるなど、高いマネジメント能力やリーダーシップに加
えて、医薬・医療に関する高度な専門性が求められ、こうした職務内容の特性を踏まえ、また、
専門技術的知識・経験を有する職員の給与水準との均衡を考慮するとともに、国や他の法人を
参考にして役員報酬の支給水準を決定している。

【他法人との比較】
役員報酬の決定に当たり、当機構と類似性を持つ法人がないことから、他法人との比較は行い

にくいが、厚生労働省が所管している他法人と当機構について、役員の年間報酬（令和４年度）
を比較すると、法人の長では18法人中7番目、理事では18法人中15番目となっている。

【国家公務員との比較】
令和５年度の当機構の理事長の俸給月額は1,074,000円で、国家公務員指定職7号俸（内閣

府審議官等）1,110,000円と6号俸（外局の長官）の月額1,038,000円との間に位置する。理事の
俸給月額は795,000円で、3号俸（外局の次長など）の820,000円と2号俸の月額763,000円との間
に位置し、監事の俸給月額は743,000円で、2号俸と1号俸の月額708,000円との間に位置する。

当法人においてはいわゆる業績給は未導入であるが、役員の特別手当について法人の業務
実績の評価結果等を勘案のうえ、増額又は減額して支給できると役員給与規程に定め、業績
評価を役員報酬に反映させることができる仕組みを導入している。



法人の長

理事

監事

監事（非常勤）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和５年度における改定内容

役員の報酬は役員給与規程に則り支給される。
法人の長たる理事長の給与は、俸給、特別調整手当、通勤手当及び特別手当

とし、俸給月額は1,074,000円、特別調整手当の月額は俸給に100分の12を乗じ
た金額である128,880円となっている。

特別手当についても役員給与規程に則り、受けるべき俸給及び特別調整手当

の月額並びに俸給の月額に100分の25を乗じて得た額並びに俸給及び特別調整

手当の月額に100分の20を乗じて得た額の合計額に、一定の率（令和5年度は6

月分は100分の15７.6、12月支給分は100分の167.0）を乗じて得た額を基礎として、

在職期間の割合を乗じて得た額としている。

理事の給与は、俸給、特別調整手当、通勤手当及び特別手当とし、俸給月額は
795,000円、特別調整手当の月額は俸給に100分の12を乗じた金額である95,400
円となっている。

特別手当についても役員給与規程に則り、受けるべき俸給及び特別調整手当
の月額並びに俸給の月額に100分の25を乗じて得た額並びに俸給及び特別調整
手当の月額に100分の20を乗じて得た額の合計額に、一定の率（令和5年度は6月
分は100分の15７.6、12月支給分は100分の167.0）を乗じて得た額を基礎として、
在職期間の割合を乗じて得た額としている。

監事の給与は、俸給、特別調整手当、通勤手当及び特別手当とし、俸給月額は
743,000円、特別調整手当の月額は俸給に100分の12を乗じた金額である89,160円
となっている。

特別手当についても役員給与規程に則り、受けるべき俸給及び特別調整手当の
月額並びに俸給の月額に100分の25を乗じて得た額並びに俸給及び特別調整手当
の月額に100分の20を乗じて得た額の合計額に、一定の率（令和5年度は6月分は
100分の15７.6、12月支給分は100分の167.0）を乗じて得た額を基礎として、在職期
間の割合を乗じて得た額としている。

監事（非常勤）の給与は非常勤役員手当のみが支給され、月額198,500円である。



２　役員の報酬等の支給状況
令和5年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

20,074 12,888 5,557
1,547

83
（特別調整手当）

（通勤手当）
千円 千円 千円 千円

14,849 9,540 4,113
1,145

50
（特別調整手当）

（通勤手当） ◇
千円 千円 千円 千円

14,925 9,540 4,113
1,145

126
（特別調整手当）

（通勤手当） ◇
千円 千円 千円 千円

14,932 9,540 4,113
1,145

134
（特別調整手当）

（通勤手当） ※
千円 千円 千円 千円

13,969 8,916 3,844
1,070

139
（特別調整手当）

（通勤手当）
千円 千円 千円 千円

2,382 2,382

注1：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注2：「特別調整手当」は、地域手当に相当する手当を指し、支給割合は12％である。
注3：千円未満は四捨五入のため、合計が一致しない場合がある。

３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

B監事
（非常勤）

C理事

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

A監事

法人の長

A理事

B理事

前職

本法人は、医薬品や医療機器等の品質・有効性及び安全性について、治験前

から承認までを一貫した体制で指導・審査する「審査」及び市販後における安全

性に関する情報の収集・分析・提供を行う「安全対策」、並びに医薬品の副作用や

生物由来製品を介した感染等による健康被害に対し迅速な救済を図る「健康被

害救済」の三業務を遂行し、国民保健の向上に貢献することを使命とする。

この中で、当法人の長たる理事長は、審査・安全対策・健康被害救済の三業務

を総括する一方で、アカデミアや医療現場、産学界との連携を進めるなど、高い

マネジメント能力やリーダーシップに加えて、医薬・医療に関する高度な専門性が

求められる。

本法人と類似の業務を実施する法人はないが、総務省が公表する「独立行政

法人の役員の報酬等及び職員の給与の水準」（令和４年度）における「役員報酬

の支給状況」によれば、本法人の長の報酬水準は他の法人と比較しても特別高

い訳ではない水準にあると言える。

こうした職務内容の特性や他法人との比較を踏まえると、報酬水準は妥当と考

えられる。

また、本法人の令和４年度業務実績評価結果については、6項目中S評定２項

目、A評定1項目、B評定3項目（総合評定A評価）となっており、この点を踏まえて

も、報酬水準は妥当と考えられる。



　理事

　監事

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

理事については、法人の長と同様、国民保健の向上に貢献するという使命の

下、多岐に渡る業務を総括しており、高いマネジメント能力、医薬・医療に関す

る高度な専門性が求められる。理事の報酬水準は、前述の「役員報酬の支給状

況」によれば、他の法人と比較しても特別高い訳ではなく、むしろ低い水準にあ

ると言える。こうした職務内容の特性や他法人との比較を踏まえると、報酬水準

は妥当と考えられる。

また、本法人の令和４年度業務実績評価結果については、6項目中S評定２項

目、A評定1項目、B評定3項目（総合評定A評価）となっており、この点を踏まえ

ても、報酬水準は妥当と考えられる。

監事については、財務内容等の監査を含む業務の能率的かつ効果的な運営を

確保するための監査を行う必要があるため、幅広い知識・経験が求められる。監事

の報酬水準は、前述の「役員報酬の支給状況」によれば、他の法人と比較しても特

別に高い訳ではなく、こうした職務内容の特性や他法人との比較を踏まえると、報

酬水準は妥当と考えられる。

また、本法人の令和４年度業務実績評価結果については、6項目中S評定２項目、

A評定1項目、B評定3項目（総合評定A評価）となっており、この点を踏まえても、報

酬水準は妥当と考えられる。

監事（非常勤）については、財務内容等の監査を含む業務の能率的かつ効果的
な運営を確保するための監査を行う必要があるため、幅広い知識・経験が求められ
る。こうした職務内容の特性や他法人との比較を踏まえると、報酬水準は妥当と考え
られる。

当該役員の報酬は、厚生労働省が所管する他の独立行政法人の役員の報酬額
と比較しても妥当な水準であると考える。また、役員の職務内容の特性や令和４年
度業務実績評価結果を鑑みても妥当な報酬水準であると考える。



４　役員の退職手当の支給状況（令和５年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし
◇

千円 年 月

該当なし
◇

千円 年 月

該当なし
※

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

該当なし

該当なし

監事A

法人での在職期間

監事B
（非常勤）

判断理由
該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

法人の長

理事C

理事A

理事B

法人の長

理事A

監事B
（非常勤）

理事B

理事C

監事A

より一層、適正な給与水準を確保するために、業績給の導入を検討していく。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和４年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

当機構の職員は、事務系職員15%、技術系職員が85%程度となっており、技術系職員

の割合が高く、できるだけ多くの優秀な技術系職員を採用する必要があるが、当機構

が必要とする人材は製薬業界等と競合関係にある。

当機構の調査によると、製薬業界23社の初任給は28.4万円（令和5年/各社HP採用

情報）と当機構の平均23.2万円と比較して高くなっている。当機構の給与水準は国家

公務員より高くなっているものの、上記の通り優秀な人材を確保するためには相応な給

与レベルが必要である。

第４期中期計画において、日本再興戦略、健康・医療戦略及び薬害肝炎事件の検証

及び再発防止のための医薬品行政のあり方検討委員会の最終提言並びに未来投資

戦略2018などの内容を反映した制度改正を踏まえた常勤職員の増員を行うため、公募

を中心に専門性の高い有能な人材を採用することとしている。また、職員の給与につい

ては、国家公務員等における水準を勘案しつつ、優秀な人材を安定的に確保する上

での競争力を考慮して、適正かつ効率的な給与水準とすることとしている。

当機構では、職員の意欲・資質の向上を図るため、平成19年度から人事評価制度を

実施し、5段階の勤務評定結果を昇給幅・昇格や賞与係数（賞与支給時に乗じる指

数）に適切に反映することとしている。さらに、令和２年４月から導入している新制度に

おいては、更に精度が向上したものとなっている。

なお、人事評価制度では、各年度の実績等について評価を行い、その結果を翌年

度の昇給等に反映している。

独立行政法人医薬品医療機器総合機構職員給与規程に則り、俸給、諸手当（扶養

手当、地域手当、通勤手当、単身赴任手当、住居手当、初任給調整手当、超過勤務

手当）及び賞与としている。

賞与については、基準額（俸給＋地域手当）に、賞与係数（支給割合）と基準日以前

6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

令和5年度の賞与係数は、6月は1.701～3.060、12月は1.779～3.200の間の指数であり、

役割等級や評価によって各人の係数が決定する。



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

757 39.1 7,842 5,827 168 2,015
人 歳 千円 千円 千円 千円

728 38.9 7,651 5,669 170 1,982
人 歳 千円 千円 千円 千円

29 45.7 12,627 9,794 122 2,833

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

－ － － － － －

人 歳 千円 千円 千円 千円

8 61.9 5,448 4,608 261 839
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 61.9 5,448 4,608 261 839

人 歳 千円 千円 千円 千円

41 59.4 8,028 5,992 273 2,035
人 歳 千円 千円 千円 千円

35 58.3 8,078 5,960 246 2,118

注1：常勤職員については、任期付職員及び再任用職員を除く。
注2：職種（研究職種、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）、教育職種（高等専門学校教員））に
　　　 ついては該当者がいないため省略した。以下、④まで同じ。
注3：任期付職員については、該当者が２名以下のため、個人の情報を特定させるおそれがある
　　　ことから、記載していない。
注4：在外職員については該当者がいないため、欄自体を省略した。

任期付職員

区分

常勤職員

うち賞与平均年齢
令和５年度の年間給与額（平均）

総額

技術（臨床医学担当）

うち所定内人員

事務・技術

事務・技術

事務・技術

非常勤職員

嘱託等職員

再任用職員



②

③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

43 53.8 12,695

79 49.2 10,969

211 43.2 8,289

257 35.9 6,250

138 27.4 4,917

④

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

100 100 100

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 100 100 100

％ ％ ％

         最高～最低 100 100 100

％ ％ ％

100 100 100

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 100 100 100

％ ％ ％

         最高～最低 100 100 100

区分

管理
職員

一般
職員

一律支給分（期末相当）

平均年齢人員

一律支給分（期末相当）

6,006～3,933

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

分布状況を示すグルー
プ

千円

係員・専門員

9,843～5,559

8,902～4,784

年間給与額

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。
注２：「20-23歳」については該当なし

最高～最低

賞与（令和5年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

代表的職位

執行役員・部長 14,060～11,336

課長・審査役 11,774～9,180

課長補佐・主任専門員

係長・専門員
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３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

・年齢・学歴勘案　　　　　　　 １１６．２

内容

・年齢・地域・学歴勘案        １０４．５

・年齢勘案　　　　　　　    　   １１９．０

・年齢・地域勘案　　　　 　　  １０６．８

項目

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

ⅰ）地域学歴を勘案した影響
■在勤地が東京都（一部大阪市）であること
・比較対象となる国家公務員の平均給与は地方も含めた全国平均であるが、当機構の勤務地
は高額の地域手当（令和5年度は20％）の支給対象地域である東京都特別区（一部大阪市で
16％）であることによる地域差がある。

■高学歴者の比率が高いこと
・専門的な業務を円滑に進めるためには、相当の知識・経験を有する者が必要となることから、
博士号取得者等の高学歴者の採用が必要である。
・国家公務員（行政職（一））の学歴別人員構成費における大学卒以上の比率は62.9％、うち大
学院修了者の比率は8.3％（令和5年国家公務員給与等実態調査）であるのに対し、当機構に
おける職員のそれは、大学卒以上の比率は99.0％、うち大学院修了者の比率は61.3％（内訳；
修士卒38.5％、博士卒22.8％）となっている。

ⅱ）指数の算出方法等によって国家公務員と比べ指数が高くなっている要因
■住居手当の1人当たりの平均支給額が高いこと
・当機構の職員は、殆どの者が民間の賃貸住宅に居住しているため、国家公務員（行政職
（一））の1人当たりの住居手当平均支給月額が7,447円に対し、当機構は12,221円となってい
る。なお、当機構の住居手当の支給基準、支給限度額は国家公務員と同じである。

ⅲ）上記の指数算出方法等以外に、国家公務員と比較して給与水準が高くなっている理由
■製薬業界等の給与水準が高いこと
・当機構の職員は、事務系職員15%、技術系職員が85%程度となっており、技術系職員の割合
が高く、できるだけ多くの優秀な技術系職員を採用する必要があるが、当機構が必要とする人
材は製薬業界等と競合関係にある。
　当機構の調査によると、製薬業界23社の初任給は28.4万円（令和5年/各社HP採用情報）と
当機構の平均23.2万円と比較して高くなっている。
　当機構の給与水準は国家公務員より高くなっているものの、上記の通り優秀な人材を確保す
るためには相応な給与レベルが必要である。（薬学等に関する高度の専門的な知識経験を必
要とする医薬品等の審査等業務や医薬品等の安全対策業務に従事する技術系職員について
は、優秀な人材を安定的に確保していく観点から、国の研究職相当の給与水準を保つこととし
ている。）



４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

講ずる措置

　給与水準の妥当性の
　検証

■これまでに講じた措置
　平成19年に人事評価制度の導入に合わせ国家公務員の給与構造改革を踏まえた新たな給
与制度を構築し、給与規程等の必要な改正（中高年齢層給与の俸給水準を引き下げる給与
カーブのフラット化、賞与について総枠を設ける仕組みの導入）を行った。
　また令和2年には能力基準給と職務給から構成されていた俸給を、役割給へ一本化するなど
し、分かりやすく持続可能な給与制度を新たに構築した。

■今後の取組み
１　日本再興戦略（平成25年6月14日閣議決定）を受けて、第4期中期計画において、平成35
年度（令和5年度）末までに1,065人を上限としている。
２　増員のための人員確保にあたっては、医薬品、医療機器、再生医療製品等に関する審査
業務及び安全対策業務等に従事する技術系職員は高度かつ専門的な知識・経験が求められ
ており、高学歴者、関連業務の経験者（企業出身者）などの優秀な人材の確保が不可欠であ
る。
３　当法人の事業運営、製薬企業や大学等研究機関等の給与及び国家公務員の給与等を総
合的に考慮したうえで、適切な給与水準の確保について検討を行う。
４　当機構の理念に共感する優秀な人材を育成し、職員一人ひとりの成長と組織のパフォーマ
ンスの最大化に寄与する人事評価制度及び給与制度を構築する。

（法人の検証結果）
【収入予算の総額に占める国からの財政支出の割合】
収入予算の総額に占める国からの財政支出の割合　11.9％
（国からの財政支出額　3,531百万円、収入予算の総額　29,618百万円：令和5年度予算）

【累積欠損額】
累積欠損額-円（令和5年度決算）

【管理職の割合】
管理職割合　16.8％
事務・技術職員数　728人
うち管理職員数　122人

【大卒以上の高学歴の割合】
大学卒以上の高学歴の割合　99.3％
事務・技術職員数　728人、うち大学卒以上　723人（うち修士卒293人、博士卒166人）

【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合】
支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合　　29.5％
（支出総額　28,637百万円、給与、報酬等支給総額　8,459百万円）

（主務大臣の検証結果）
　地域、学歴を勘案してもなお、国家公務員より高い水準であるものの、独立行政法人改革等
に関する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定）を踏まえ、高度で専門的な人材確保が
できるよう、任期制・年俸制の導入も含めた給与水準の弾力化が図られており、引き続き、当該
給与水準に基づき高度で専門的な人材確保に努めていただくとともに、国民の皆様に納得し
ていただけるよう、しっかりと検証を行っていただきたい。

（扶養親族がいない場合）
○ 22歳（大卒初任給（技術系））

月額 265,320円 年間給与4,338,512円

○ 35歳（係長（技術系））

月額 396,960円 年間給与6,553,014円

○ 50歳（課長（技術系））

月額 650,160円 年間給与10,690,468円

※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者7,900円、子１人につき12,200円）を
支給

目標管理型の人事評価制度に基づき、職員の業績を評価し、賞与や昇格に反映させて
いる。



Ⅲ　総人件費について

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和5年度

千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

注：今期（第4期）中期目標期間の開始年度（令和元年度）から当年度まで記載している。

最広義人件費

非常勤役職員等給与

退職手当支給額

千円

千円

129,460

2,013,117

1,576,400

10,718,875 11,060,688 11,519,943 12,214,05711,711,693

1,784,934 1,897,243 1,957,596 2,008,497

千円

112,634 81,725 167,325 85,147

福利厚生費

千円

7,416,171 7,619,334 7,878,329 8,459,071

令和4年度

千円

7,992,716
給与、報酬等支給総額

区　　分

1,405,136 1,462,386 1,516,693 1,661,342

・給与、報酬等支給総額給与(A)について、令和5年度は24名の増員となったことと、令和5
年人事院勧告に基づく全役職員の俸給と賞与係数の引き上げにより増加した。

・退職手当支給額（B）について、令和5年度は退職者が７名減少となっている。
・福利厚生費（D)は、社会保険料等事業主負担率の上昇、職員等の増加に伴い法定福利
費が増えたことにより増額となっている。

・上記の結果、最広義人件費は4.3％の増となっている。

・「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議決定）に基づき、
以下の措置を講ずることとした。
■役員に対する措置

平成30年3月2日から、俸給月額に乗じる割合を100分の10.875から100分の10.4625に引
き下げた。

■職員に対する措置
平成30年3月28日から、職員退職手当支給規程に基づき計算して得た額に100分の3.08

の割合を乗じて得た額を減額することとした。

特になし。


